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我が国の社会情勢や気象条件が変化するなか，日本総体としての生産性の維持・向上が大きな課題であ

り，水害による経済的・社会的リスク等を軽減した都市構造再編も考えられ得る対応策の一つである．本

研究は，複数河川と内外水の氾濫リスクを想定し，今後の都市構造と浸水リスクとの関係を紐解き，河川

行政と都市行政の連携による新たな治水対策の方向性を探ることを目的として，富山市のコンパクトシテ

ィ施策を前提とした連携方策について検討した．その結果，連続堤防による完全治水ではなく，守るべき

地域による浸水深軽減（河川），立地適正化（都市）が有効な施策となり得ることを確認した．更に，将

来の人口分布変化を念頭に置いた効率的な河川施策の実現可能性や，都市施策の適用による被害低減の可

能性を示した． 

 

     Key Words : multiple simultaneous flood events, evaluation of flood risk, delivery of risk information, 
locational equilibrium model, future estimates 

 

 

1. はじめに 

 

わが国の社会資本整備への投資比率の減退が予想され

るなか，人口規模に適した都市のあり方として様々なダ

ウンサイジング論がある．一方で，水害に関しては，気

候変動等による超過外力や局所的豪雨の発生頻度の高ま

りが懸念されている．このように，社会資本整備の前提

条件が大きく変化し，グローバル化が一段と進むなか，

日本総体としての生産性の維持・向上が大きな課題とな

っており，可能な限り水害による経済的・社会的リスク

等を軽減することも考慮しつつ，都市構造の再編を促す

必要がある．河川行政としては，水系治水から流域治水

への移行期にあり，水防情報等のソフト施策が充実する

一方で，ハード施策については氾濫原管理のメニューが

幾つか提示されているものの，思想・アイデアだけが先

行する状況にある．また，都市行政としては，都市再生

特別措置法等の一部を改正する法律が施行され，ますま

す都市全体の構造の見直しが求められるなかで水害に対

するリスク情報が十分に反映されていない状況にある．

水害に対するリスク情報が十分に反映されて安全性がよ

り高い将来像を描くためには，今後の都市構造と浸水リ

スクとの関係を紐解き，河川施策と都市施策が連携した
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(3) 氾濫解析モデル 

氾濫解析モデルは，内水や河川洪水などの浸水過程を

一体的かつ連続的に表現可能な複合型氾濫解析モデルを

採用し，氾濫流を阻害する二線堤，連続盛土及びボック

スカルバート，主要支川，内水処理システムをモデルに

組み込んでいる（図-3）．内水処理システムは地表メッ

シュに配置したマンホールとそれを結ぶ下水道管から構

成され，流末はポンプ施設もしくは排水樋門を介して河

川や海域へ排水される．下水道管は，管径1～2m以上の

幹線管渠を基本とし，都市機能が集約する富山駅周辺の

松川排水区については，管径60cm程度までの枝線管渠

及び貯留管をモデル化している．モデルの妥当性は，富

山市内水ハザードマップ9)に掲載の過去の浸水履歴を参

考に確認した．なお，河川洪水は一次元不定流解析で追

跡し，流出域からの流量は貯留関数法により算出してい

る． 

 

(4) 浸水解析の実施 

a) 解析条件の設定 

浸水シナリオは，様々なリスクを想定するため，A.内

水氾濫，B.内外水複合氾濫，超過洪水の一つである C.同

時破堤氾濫を考える（表-1）．外力条件として，内水と

外水氾濫に寄与する降雨特性に違いがみられたことから，

A.の解析では局所的豪雨を捉えるため解析雨量（5km格

子）を用いる．B.とC.の解析では河川整備基本方針10),11)

の計画降雨波形を用い，また，破堤に至るまでに発生し

うる支川等の内水氾濫を加味する． 

なお，地先の浸水リスクを評価する場合には，同一の

河道内水位に対して破堤する/しないの破堤確率を考慮

する必要があるが，本研究では氾濫シミュレーションマ

ニュアル12)と同様に特定水位に達した際には必ず破堤す

るものとして扱い，想定浸水区域は内水氾濫及び各河川

の想定破堤地点毎の氾濫解析結果の最大値により作成さ

れる．また，C.の同時破堤も複数地点による破堤確率の 

 

表-1 解析条件 

 A.内水氾濫 
B.内外水複合氾濫(破堤) C.同時破堤 

氾濫 常願寺川 神通川 

外力条件 

（降水量） 

解析雨量 

（2008.8降雨） 

地点雨量 

（1969.8降雨）

地点雨量 

（1965.6降雨） 

地点雨量 

（1965.6降雨） 

5km格子 ティーセン分割 ティーセン分割 ティーセン分割 

氾濫 

条件 

内水 ○ ○ ○ ○ 

外水 － ○ ○ ○ 

解析領域 
富山市 

（中心市街地） 
常願寺川流域 神通川流域 常願寺川・神通川流域

解析解像度 50mメッシュ 

解析手法 

 氾濫原：平面二次元不定流解析(支川，水路，下水道，ポンプ，盛土等) 

 河 川：一次元不定流解析（破堤，越水 考慮） 

 流出域：貯留関数法（貯留施設 考慮） 

 

課題はあるが，便宜的に考慮しないものとして扱うもの

とした． 

b) 内水氾濫シミュレーション 

富山市では過去に，家屋浸水や道路冠水などの内水被

害が発生している．内水被害規模は破堤に比べて小さい

が発生頻度が高く，本研究の浸水リスク評価には欠かせ

ない．10年に一回程度の高頻度外力の浸水解析では，富

山駅周辺の市街地において浸水地区が確認された．この

ような地区の浸水特性は，一つの外力（限定リスク）を

扱った現行の浸水想定区域図では把握できないため，内

水氾濫を含めた複数外力による浸水状況を評価し，地域

固有の浸水リスク特性を知ることは重要である． 

本シナリオの降雨外力は，近年の短時間降雨で浸水被

害の最大であった2008年8月16日の降雨波形をベースに

表-2に示す確率雨量まで引き伸ばしたものを用いた．こ

こで，確率雨量は1988年～2013年（n=26）の降雨継続時

間3時間の解析雨量から算出した（表-2の確率雨量は格

子全体の平均値であるが，解析では格子毎に求めた確率

雨量で引伸ばしている）． 

内水解析では引き伸ばし後の解析雨量を氾濫原に直接

与えて浸水過程を把握した．なお，河川流量は破堤氾濫

が生じる流量よりも十分に小さいものとして平均年最大

流量相当（神通川670m3/s，常願寺川280m3/s）を与えた． 

 

 

表-2 確率雨量 

 
 

表-3 確率流量 

 
  

確率雨量
(mm/3hr)

確率雨量
(mm/2d)

引き
伸ばし率

確率雨量
(mm/2d)

引き
伸ばし率

1/5 19.3 153 1.191 225 0.489
1/10 25.3 178 1.392 276 0.599
1/20 29.0 203 1.584 328 0.713
1/30 30.7 217 1.694 361 0.783
1/50 34.8 235 1.833 403 0.875

1/100 39.2 259 2.020 463 1.005
1/150 40.6 273 2.128 500 1.085
1/300 46.9 297 2.314 566 1.228
1/500 50.3 314 2.450 616 1.339

生起
確率

常願寺川

実績降雨：S40年6月
2日雨量：128.2mm

実績降雨：S44年8月
2日雨量：460.4mm

神通川堤内地
（内水）

全格子平均

生起確率
確率流量

(m
3
/s)

生起確率
確率流量

(m
3
/s)

1/5 3,900 1/5 2,000
1/10 5,300 1/10 2,500
1/20 6,600 1/20 3,000
1/30 7,300 1/30 3,300
1/50 8,200 1/50 3,700

1/100 9,400 1/100 4,200
1/150 10,100 1/150 4,600
1/300 11,300 1/300 5,200
1/500 12,000 1/500 5,600

実績降雨：S40年6月
2日雨量：128.2mm

実績降雨：S44年8月
2日雨量：460.4mm

神通川 常願寺川
基準地点：神通大橋 基準地点：瓶岩
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水氾濫の浸水想定区域

以上5.0m ×

表-4 破

注

堤氾濫に加え，

ために洪水氾濫

複合氾濫事象を

図-4は確率規模

おり，支川沿い

その増加量は

以上の増加が見

同時破堤氾濫

富山市の中心市

寺川との複合扇

氾濫した場合に

ことが予想され

の一つとして，

 

複数河川の同時

の洪水に影響を

0.6洪水)を常願

河川の氾濫流挙

川の破堤地点の

る．具体的には

挙動の似通った

表地点による組

数常願寺川）を

を示すとおり

0を超過した時

R6.4k

R8.4k

R9.8k

神通川
破堤地点

想定区域と増減

域図([2]) 

想定破堤地点上

 

破堤箇所組合せ一

注）W=1/5~1/300年で

破堤前の内水

濫と同様の降雨

を表現した． 

模（W=1/150年

いの内水地区で

は30cmから50

見込まれる． 

濫シミュレーシ

市街地が位置す

扇状地となって

には，単独水系

れる．そこで，

複数水系によ

時破堤事象を扱

を与える強雨域

願寺川にも適用

挙動が相互に影

の組合せ毎に浸

は図-5に示すと

た区間毎に代表

組合せ解析（破

を実施した．表

であり，同時

時点となる． 

L10k L12.4k

● ●

● ●

● ●

常

減量 

浸水深

一覧（W=1/500年

では同時に破堤す

水による浸水過

雨波形を氾濫原

年）での浸水状

では浸水深の増

0cm程度，場所

ション 

する低平地は

ており，双方

系の氾濫被害

超過洪水の浸

よる同時破堤氾

扱うための河川

域の広い神通川

用した．本シナ

影響を及ぼし合

浸水状況を把握

とおり，各河川

表となる破堤地

破堤箇所数神通

表-4に破堤箇所

時に破堤する

k L14.2k L16

● ●

● ●

● ●

常願寺川破堤地点

深の増加量（[2]-[1]

年） 

するケースはない

過程を考慮す

原に直接与え

状況を図示し

増加がみられ

所によっては

，神通川と常

の河川が同時

よりも増加す

浸水リスク把

氾濫を実施す

川流量は両河

川の降雨波形

ナリオでは，

合うため，両

握するものと

川において氾

地点を選定し

通川×破堤箇

所の組合せ一

る確率規模は

6.4k L17.5k

● ●

● ●

● ●

]） 

差分

30cm未満

50cm未満

50cm以上

い 

す

え

し

れ

は

常

時

す

把

す

河

形

両

氾

し，

箇

一

は

 



 

 

図-6の左図

あり，右図は

たエリアを示

年で同時破堤

さいがその影

スとした本解

富山駅周辺で

るが，仮に到

程度増加する

 

(5) 新たな浸

a) 浸水リス

リスクマッ

民意識を把握

たWEBアンケ

大手WEB調査
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図

同時破堤に

， 

図は複数水系に

は単独水系の破

示している．

堤が生じ，浸

影響は広範囲に

解析では神通

での氾濫流の到

到達時間のズ

ると想定される

浸水リスクマ

スクに対する住

ップの作成にあ

握するため，富

ケート調査を

査会社に依頼

母集団（富山

準95％で必要

数を得ることが

図-6 同時破堤氾

による浸水状況 

Model_Hm

0.5m未満

0.5m～1.0m

1.0m～2.0m

2.0m～5.0m

5.0m以上

想定浸水深 

図-7 住民

による同時破堤

破堤よりも想

神通川沿川で

浸水深の増加量

にわたる．な

通川の破堤が常

到達時間の違

ズレが無ければ

る． 

ップの作成 

住民意識の調査

あたり，浸水

富山市在住の

実施した．調

頼して実施し，

山市全世帯）

要なサンプル数

ができた． 

氾濫による浸水

浸水

m

m

m

 

民意識調査結果

堤での浸水状

定浸水深が増

では発生確率

量は10cm程度

お，実降雨を

常願寺川より早

違いは1～3時間

ば浸水深が数

査 

リスクに対す

世帯主を対象

調査は2014年11

600世帯から

の比率の推計

数は380程度で

水想定区域 

水深の増加エリア

差分

果 

状況で

増加し

率1/500

度と小

をベー

早く, 

間であ

数10cm

する住

象とし

1月に

ら有効

計に際

であり，

ア

に，

合が

ては

答割

度を

割合

水の

b)

地

もら

りに

プを

作

理解

だけ

身近

を向

図

えて

地域

作図

リオ

とな

水深

とな

すさ

て表

 

10cm未満

20cm未満

20cm以上

アンケート結果

50cm以上（床

が増加する傾向

は，5年～10年

割合が高い．ま

をイメージしや

合が半数程度を

の速さ”よりも

浸水リスクマ

地域住民に居住

らい，浸水特性

にまで活かせる

を作成する．

作成にあたって

解しやすい指標

けでなく，住民

近な洪水，浸水

向上するための

図-8に浸水リス

て身近な洪水で

域住民の関心が

図方法は図-9に

オ毎の浸水状況

なる浸水シナリ

深の関係を整理

なる発生頻度を

さを考慮し，今

表現している．

図-8 浸水

果の一部を図-

床上浸水）の

向にある．次に

年に一回程度の

また，浸水深の

やすい指標とし

を占め，“氾濫

も関心が高い．

マップの作成 

住場所の浸水程

性を踏まえた住

るような，住民

ては，浸水リス

標とするため，

民意識調査での

水頻度）を参考

の適切な表示方

スクマップを示

である内水の浸

が強い床上浸水

に示すとおり，

況から，解析メ

リオの値を抽出

理したうえで

を推定した．な

今後10年間にお

 

水リスクマップ

-7に示す．居住

の浸水深は許容

に，知りたい浸

の身近に起こる

の表示に比べ

して，“浸水頻

濫流の到達時

 

程度や発生頻度

住まい方や今後

民目線での浸水

スクマップが住

現行の浸水深

のキーワード

考に，浸水リ

方法について検

示す．本図は外

浸水状況を反

水の発生頻度

2.(4)で解析

メッシュ毎に浸

出して，発生頻

で，床上浸水

なお，発生頻度

おいて発生し

 
プ（浸水頻度マッ

Ris

住地選択の際

容できない割

浸水情報とし

る洪水との回

て土地の危険

頻度”の回答

間”や“氾濫

度を理解して

後のまちづく

水リスクマッ

住民にとって

深による表現

（床上浸水，

スクの認知度

検討した． 

外水氾濫に加

映しており，

を示している

した浸水シナ

浸水深が最大

頻度と最大浸

（浸水深50cm

度は実感しや

うる回数とし

ップ） 

skmap

10年に2回程度

10年に1回程度

10年に0.5回程度

10年に0.3回程度

10年に0.2回程度

10年に0.1回程度

床上浸水発生頻度 

際

割
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浸
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(6) リスク情

浸水リスク

同様に2.(3)の

期待被害額と

後述の3.(1)で

深，浸水頻度

する．なお，

その結果，

百万円（0.5％

深マップより

なり，浸水頻

である可能性

避難のタイミ

行の浸水深と

られる． 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0
浸

水
深
(m

)

期待被害額 

：134百万円 

図-10 期待被

-9 浸水リスク

情報の提示内容

クマップ（浸水

の浸水解析モデ

との差分を比較

での人口分布推

度）を提示した

期待被害額

図-10に示す

％減）となり

りも微小ではあ

頻度をリスク情

性が示唆される

ミングや最悪の

と併せて情報提

A.内水氾濫

B.内外水複合氾濫

C.同時破堤氾濫

包絡線

減 

被害額差分の分

クマップの作成イ

容改善効果の

水頻度）の効

デルで作成し

較する．ここ

推計モデルか

た場合の将来

額の算定方法は

すとおり期待被

り，浸水頻度マ

あるが期待被

情報として提

る．ただし，

の事態を想定

提供すること

発生頻度

濫

床上浸

分布

期待被害額

(百万円/10

イメージ 

の検討 

果を把握する

た浸水深マッ

で，期待被害

ら各マップ（

来推計結果より

は4.(4) で後述

被害額の差分は

マップの方が

被害額が低い結

提供することは

浸水頻度のみ

定できないため

が望ましいと

浸水深

浸水時の発生頻度（W=1/5

額(浸水頻度)－(浸水深)

00mメッシュ)

るため，

ップの

害額は

（浸水

算出

述する． 

は134

が浸水

結果と

は有効

みでは

め，現

と考え

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.

長

は，

行い

そこ

考慮

(1)

当

の詳

に譲

a)

転

均衡

口分

で，

設定

れる

モ

A) 対

位

B) 各

C) 経

D) 家

選

選

E) 不

F) 市

「

「

深 50cm

50）

図-11

将来人口分

長期間存在する

人口・資産に

い，リスクとの

こで，浸水リス

慮した将来人口

将来人口分布

当該モデルの内

詳細は今井ら6)

譲ることとする

モデルの概要

転居意思のある

衡を定式化し，

分布が推計でき

対象圏域外に

定し（(2) a）詳

るものとする．

モデル構築にあ

対象圏域は1市

位地域）に分

各ゾーンにお

リティや地価

経済主体は，

家計は「転居

選択」の2段階

選択に際して

不在地主は利

市場は住居タ

「戸建（持家・

「集合住宅（分

1 人口分布推計

布の推計手法

る社会資本整備

についても長期

の位置関係を検

スクの存在によ

口分布の推計手

布推計モデルの

内容について以
)によるものと

る． 

要 

る世帯のみを対

水害リスクを

きるモデルを

に関連する社会

詳述），対象圏

 

あたっては，以

市町村とし，メ

割されている

おいて，ゾーン

等の価格は均

「家計」，「

居意思の有無の

階での意思決定

は，確率的な

潤最大化行動

イプ別に存在

賃貸）：住宅

分譲・賃貸）：

計モデルフロー

法の構築 

備の効果等の検

期的な視点か

検討すること

よる人口・資産

手法を構築す

の構築 

以下に示す．

と同様であるた

対象に住居タイ

を考慮して将来

を構築する（図

会増減，自然増

圏域一律に外生

以下の仮定を

メッシュ単位

る． 

ン内の施設への

均質とする． 

「不在地主」の

の決定」，「転

定行動を行う

な選択を行う．

動を行う． 

在する． 

宅地市場」 

：住宅床市場」

ー 

検討・検証に

ら将来推計を

が有効である

産への影響を

る． 

なお，モデル

ため，そちら

イプ別に需給

来時系列の人

図-11）．ここ

増減は，別途

生的に与えら

おく． 

のゾーン（単

のアクセシビ

の2主体とする

転居先地域の

．転居先地域

 

」 

に

を

る．

を

ル

ら

給

人

こ

途

ら

単

ビ

る． 

の

域



 

 

b) 家計の転居行動 

転居意思の有りの家計の割合は，実態データ（H26年

度プレアンケート調査結果）に基づき，5年あたり4.5%

とする．各世帯の転居先地域の選択は，各転居先候補地

域における効用水準を基に多項ロジットモデルで決定さ

れると仮定する（式(1)～(2)）． 

                                                                                                                      (1) 

 ௝ܸ௦ = ௝ܽ lnሺܴ௦ሻ + ܾ ௝݊ lnሺܼ݊௦ሻ + ௝ܿ lnሺܴܨതതതത −  ௦ሻ      (2)ܴܨ

ここで，ݏ，ݎはゾーン，ܸ：部分効用水準，߬：部分

効用以外の要因， ௝ܲ௦：住居タイプ݆ への転居を希望する

世帯のゾーンݏの選択確率，ܴ：地代または家賃，ܼ݊：݊番目の住環境評価項目，ܴܨ：水害リスク指標（浸水

深もしくは浸水頻度），ܴܨതതതത：定数，ܽ, ܾ, ܿ：パラメータ． 

式(2)のパラメータは，富山市在住の世帯主を対象と

する居住地選択プロファイルアンケート調査の個票デー

タを用い，コンジョイント分析法により推定した．ここ

で，プロファイルに用いた水害リスク以外の転居先地域

選択の要因（効用関数の説明変数）は，本調査に先立ち

実施したプレアンケート調査結果から選定した．なお，

プロファイルアンケート調査では，回答のしやすさ等を

考慮して地代の代理変数として地価を使用した．各調査

の詳細については，今井ら6)に譲る． 

以上の方法により推定したܴܨ別（浸水深もしくは浸

水頻度）・住宅タイプ別の部分効用関数のパラメータを

表-5，表-6に示す．各変数の単位が異なるため，各パラ

メータの大小関係から妥当性を検証することは困難であ

るが，p値より，一定の有意水準を満たし，統計的に概

ね妥当な結果となった． 

c) 住宅地・住宅床需要及び世帯数 

各ゾーンの住宅地（集合住宅の場合は住宅床）の需要

は，各ゾーンに転入する世帯数に1世帯あたりの住宅地

（または住宅床）面積を乗じることで求められる．ݐ年
の住宅地（または住宅床）需要面積を式(3)，ݐ年の世帯

数を式(4)に示す． ܳ௝,௧௦ = ௝݈௦ ∑ ௝ܰ,௧ିହ∗௥ ௝ܲ௦௥    (3) ௝ܰ,௧௦ = ௝ܰ,௧ିହ௦ − ௝ܰ,௧ିହ∗௦ + ∑ ௝ܰ,௧ିହ∗௥௥ ௝ܲ௦                        (4) 
 

 

表-5 部分効用関数のパラメータ推定結果（浸水深） 
 戸建 集合住宅（50m2） 集合住宅（70m2） 

係数 t値 p値 係数 t値 p値 係数 t値 p値

地価（万円） -0.68 -5.76 0.00 － － － － － －

家賃（万円） － － － -5.80 -4.91 0.00 -4.35 -2.73 0.01

所
要
時
間

（
分
） 

食品スーパー -0.52 -7.16 0.00 -0.64 -2.93 0.00 -1.19 -3.98 0.00

鉄道駅 -0.79 -9.99 0.00 -0.58 -1.99 0.05 -0.87 -2.16 0.03

小学校 -0.71 -9.09 0.00 － － － － － －

町医者 － － － -0.80 -3.53 0.00 -0.78 -2.42 0.02

想定最大浸水深（m） 5.19 14.63 0.00 6.71 3.84 0.00 5.39 2.91 0.00

Ｎ 1516 188 96 

対数尤度 -1335.06 -163.34 -80.72 

ここで，ݏ，ݎ：ゾーン，ܳ：住宅地または住宅床需要

面積，ܰ：世帯数，݈：1世帯あたりの住宅地（住宅床）

面積，ܰ∗は転居意思ありの世帯数． 

ここで，1世帯あたりの住宅地（住宅床）面積に関し

ては，実際の不動産市場では住居タイプ別に固定的に供

給される住宅地（住宅床）に対して家計が選択を行うケ

ースが一般的であると考えられため，住居タイプ別に外

生的に与えられると仮定する． 

d) 不在地主の住宅地・住宅床供給行動 

不在地主の住宅地または住宅床供給行動については，

一般的なCUEモデル13)と同様に，不在地主による住宅地

（集合住宅の場合は住宅床）の供給行動を式(5)のとお

り仮定する． 

                                                                                                                      (5) 

 

ここで，ܮ：住宅地または住宅床供給面積，ܴ：地価

または家賃，ߜ：パラメータ，Y：供給可能面積． 

e) 住宅地・住宅床市場の均衡 

住宅地・住宅床市場では，各ゾーンにおいて各住居タ

イプの住宅地（住宅床）需要面積と住宅地（住宅床）供

給面積が一致するように住宅地・住宅床市場で価格調整

が行われて均衡し，最終的に住居タイプ別に各ゾーンの

立地面積が決定される（式(6)）． ܮ௝,௧௦ ൫ ௝ܴ,௧൯ = ܳ௝,௧௦ ൫ ௝ܴ,௧൯       (6) 

 

(2) 将来人口分布の推計 

前述のモデルを用いて，以下の前提条件に基づき将来

人口分布の推計を行う． 

a) 将来推計の前提条件 

推計期間は，推計に必要な基礎データである国勢調査

人口14)の調査時点（2010年）及び河川整備期間（2015年

から50年間と仮定）を踏まえて，2010年～2065年とする．

対象圏域は，富山市域のうち，2010年度時点で世帯が存

在する地域（平成22年国勢調査）とする．また，単位地

域は世界測地系500mメッシュとする． 

将来分布推計のリスク情報には「浸水深マップ」，

「浸水頻度マップ」の2種類を用いる（図-12，図-14）． 

 

 

表-6 部分効用関数のパラメータ推定結果（浸水頻度） 
戸建 集合住宅（50m2） 集合住宅（70m2） 

係数 t値 p値 係数 t値 p値 係数 t値 p値

地価（万円） -0.30 -2.60 0.01 － － － － － －

家賃（万円） － － － -5.92 -4.70 0.00 -2.96 -2.24 0.03

所
要
時
間

（
分
） 

食品スーパー -0.52 -7.60 0.00 -0.60 -2.30 0.02 -0.95 -3.39 0.00

鉄道駅 -0.38 -4.93 0.00 -0.49 -1.90 0.06 -0.62 -1.85 0.07

小学校 -0.36 -4.74 0.00 － － － － － －

町医者 － － － -0.38 -1.46 0.15 -0.80 -2.74 0.01

床上浸水頻度（回/年） 12.69 15.88 0.00 17.47 4.07 0.00 5.67 1.62 0.11

Ｎ 1516 188 96 

対数尤度 -1335.06 -172.06 -86.57 

௝ܲ௦ = exp൫ ௝ܸ௦ + ௝߬௦൯∑ exp௥ ൫ ௝ܸ௥ + ௝߬௥൯ 

௝,௧௦ܮ = ቆ1 − ௝௦௝ܴ,௧௦ߜ ቇ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-13 浸

（

 

 

各リスク情

報の土地利用

抽出し，500

度（0を除く

ここで，対

帯数は，国立

層別人口16)

コーホート要

-7）. 

また，対象

外からの転入

表-7から算出

婦中鵜

井田川

婦中鵜

井田川

図-12 

浸水深マップを

（2010年～2065年

情報は2.(3)の浸

用細分メッシ

0mメッシュ毎

）を相加平均

対象圏域全体

立社会保障・人

（2040年）を基

要因法及び世帯

象圏域外に関連

入，圏域外への

出する対象圏域

鵜坂駅

川 

富山

神通

鵜坂駅 

富山

川 

神通川 

浸水深マップ 

 

を提示した場合の

年） 

浸水解析結果

ュ15)の建物用途

毎に抽出箇所の

均して設定する

として外生的

人口問題研究

基に，富山市の

帯主率法によ

連する世帯数

の転出），自

域全体での世帯

山駅 

浸水深

浸水深

通川 

山駅 

人
(2

の経年人口増減

から，国土数

途に重なる箇

の浸水深・浸

る． 

に与える将来

所の男女別年

の仮定値を使

り設定を行う

数の社会増減（

然増減につい

帯増減数（t－

深マップ 

深(500mメッシュ)

人口増減率 
2010→2065)  (%/100mメッシュ

減 

数値情

箇所を

浸水頻

来総世

年齢階

使って

う（表

（圏域

いては，

－5年 

人口

世帯数

平均世帯

 

人口

世帯数

平均世帯

から

割合

には

所要

てい

ンケ

b)

20

をみ

は，

較的

周辺

水深

と神

減少

現時

同様

は，

は小

とに

ュ) 

表-7
2010年

421,953

数 159,068

帯人員 2.65

2040年

349,870

数 148,411

帯人員 2.36

らt年）を対象圏

合で各メッシュ

は，圏域外から

要時間や水害リ

いると考えられ

ケート調査が困

将来推計結果

010年～2065年

みると，浸水深

市街地縁辺部

的緩やかな減少

辺や井田川・神

深が影響したも

神通川の間は広

少の傾向は必ず

時点の人口集積

様に，浸水頻度

同じ地区でも

小さいが頻度は

により，浸水頻

呉羽山公園

井田川

7 富山市の総人

2015年 2020年

3 416,815 407,

8 162,265 162,

2.57 2.51

2045年 2050年

0 333,327 316,

1 142,375 135,

2.34 2.33

図-14 浸水頻

圏域内の社会

ュに配分するこ

らの転入者につ

リスク等を考慮

れるが，圏域外

困難であること

果 

年の人口増減率

深マップを提示

部では強めの減

少傾向が確認

神通川合流部等

ものと考えられ

広い範囲で深め

ずしも一様では

積傾向等が影響

度マップを提示

も浸水特性の違

は高いケース等

頻度を提示した

神通川 

総人口・総世帯 
年 2025年 20

,815 395,734 

2,605 161,150 

1 2.46 2

年 2055年 20

6,824 299,641 

5,984 128,781 

3 2.33 2

頻度マップ 

会増減後の世帯

ことにより設

ついても，各種

慮して転居先地

外からの転入者

と等から簡易

率（2065年値÷

示した場合の将

減少傾向，中

認できる（図-1

等での強い減少

れる．ただし

めの浸水深で

はない．その理

響した可能性

示した場合の将

違い（例えば

等）や，内水

た場合のリス

浸水頻度マップ 
浸水深0.5mの発生頻

030年 2035年

381,749 366,312

158,302 154,322

2.41 2.37 

060年 2065年

281,657 263,151

120,652 112,647

2.33 2.34 

帯数（t年）の

定する．実際

種施設までの

地域を選択し

者に対するア

的に設定する

÷2010年値－1

将来人口分布

心部周辺で比

13）．富山駅

少傾向は，浸

，婦中鵜坂駅

あるが，人口

理由として，

が考えられる

将来人口分布

，最大浸水深

を評価したこ

クの存在範囲

頻度(500mメッシュ) 

の

際

の

し

ア

る． 

1）

布

比

駅

浸

駅

口

る． 

布

深

こ
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図-15 浸
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図-16 浸

（20

 

 

が浸水深の場

傾向にあるが

っている（図

2065年時点

プ提示結果と

呉羽山公園周

評価された地

定の関係性が

以上より，

少傾向が確認

（2000年～20

を確認した．

呉羽山公

井田川

呉羽山

浸水頻度マップを

010年～2065年）

浸水頻度マップと

065年時点） 

場合より広がる

が，市街地縁辺

図-15）． 

点での浸水頻度

との差分をみる

周辺近等で減少

地区であり，立

が確認できる

浸水深や浸水

認できた．ま

010年）おおむ

 

公園 

川 

山公園 

を提示した場合

 

と浸水深マップ

ることで全体

辺部での減少傾

度マップ提示結

ると（浸水頻

少傾向にある

立地選択と浸

（図-16）． 

水頻度の高い

また，推計結果

むね分布変化

人
(20

神通川 

神通川 

合の経年人口増減

プの人口分布の差

体的に緩やかな

傾向は比較的

結果と浸水深

度値－浸水深

．浸水頻度は

浸水頻度の関係

地域では人口

果について，

を捉えている

人口増減率 
10→2065)  (%/100mメッシュ)

(人口/100mメッシュ)

減 

差 

な減少 

的弱ま 

深マッ

深値），

は高く

係に一

口の減

過去

ること

4.

都

析・

治水

(1)

浸

市施

影響

能性

誘導

スと

オプ

a)

推

人口

まえ

現在

将来

表-8

図-

将来人口分

都市施策・河川

検討した上で

水の今後のある

都市施策オプ

浸水頻度マップ

施策を行った場

響を分析し，水

性を検討する．

導・認知の3つ

との差分により

プションの概要

オプション共

推計期間は，推

口の調査時点

えて，2010年～

施策オプション 

ア.基準ケース

イ.規制 

オプション

ウ.誘導 

オプション

エ.認知 

オプション

在の人口分布

来の人口分布

高

低

都市施策オプ

-17 規制オプシ

布に基づく水

川施策それぞれ

で，連携施策の

るべき方向性を

プションの概要

プと将来人口分

場合の将来人口

水害リスク低減

ここで都市施

つを設定し，施

り施策の効果を

要を示す． 

共通の条件設定

推計に必要な基

（2010年）及び

～2065年とする

・施策を実施しな

較対象とする．

・現時点での法制

題があることか

ープラン）によ

えた縮退を図る

【具体的な政策例

替・更新の不許

・イ同様，富山市

「団子」とされ

結果において，

アへの集積をよ

【具体的な政策例

・市民の水害リス

害リスクへの感

る． 

【具体的な政策例

の「出前講座の

進，防災訓練等

プションの概要

ションの適用 

水害リスク軽

れについて，

の可能性と水系

を考察する． 

要 

分布推計モデル

口分布及び被

減策としての都

施策オプショ

施策を実施しな

を検討する．

定 

基礎データで

び河川整備の計

る． 

内 容 

ないケースで，各施

 

制下においては，居

から，富山市の政策

よるコンパクトシテ

る方向性とする． 

例】逆線引き・農振

許可（既存不適格化

市都市計画マスター

れる拠点の他，基準

高密度な人口の集

より強める方向性と

例】移転に伴う費用

スクへの理解を高め

感度を高めた転居

例】リスクコミュニ

の開催や学校教育

等の情報提供」等 

要 

軽減対策 

その効果を分

系治水・流域

ルを用い，都

害額に及ぼす

都市施策の可

ンは，規制・

ない基準ケー

表-8に各施策

ある国勢調査

計画期間を踏

施策オプションの比

居住制限の条件に課

策（都市計画マスタ

ティの方向性を踏ま

振指定等による「建

化）」 

ープランにおいて，

準ケースの将来推計

集積が見られるエリ

する． 

用助成 

めることにより，水

を促す方向性とす

ニケーションとして

での防災教育の推

分

域

都

す

可

ー

策

査

踏



 

 

将来人口・

2.(3)で作成し

期待被害額

b) 規制オプ

規制オプシ

ープラン17)を

は，現状の市

り，人口分布

れているため

範囲とする

上記の適用

を制限し，新

る． 

c) 誘導オプ

誘導オプシ

から設定する

・条件1：

・条件2：

条件1は，

「地域生活拠

条件2は，

いて，DID

人/500mメッ

上記の条件

の地代・賃貸

成金の設定に

事業18)」及び

する． 

具体的には

を参考に，戸

とする．なお

積（39 m2）で

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資産分布推計

した浸水頻度マ

額の算定方法は

プションの条件

ションを適用す

を参考とする．

市街地に対し，

布をより集約

め，その変化

（図-17）． 

用範囲において

新たな転居（新

プションの条件

ションを適用

る． 

都市マスター

将来，一定以

富山市都市マ

拠点」とされる

基準ケースの

（人口集中地区

シュ）を有す

件を満たす範

貸費を助成して

にあたっては，

び「公共交通沿

は，都心地区に

戸建持家で50万

お，戸建持家に

で除した1,257

図-18 都心

計に用いる浸

マップとする．

は4.(4)で後述す

件設定 

する範囲は，

富山市都市マ

今後の公共

（高密度化）

（縮退）範囲

て，住宅地・

新規立地）を

件設定 

する範囲は，

ープランにおけ

以上人口密度を

マスタープラン

る範囲（図-18

の将来推計結果

区）の人口密度

する範囲とする

範囲（図-19）に

て誘導を図る

富山市によ

沿線支援事業

においては「

万円，集合住

については50

7円/ m2を助成

心及び地域生活拠

浸水リスク情報

． 

する． 

富山市都市マ

マスタープラ

共交通の活性化

する方向性が

を本研究での

住宅床面積の

抑制する設定

以下の2つの

ける位置付け

を有する範囲

ンで「都心」

8）とする．

果2035年時点

度（40人/ha＝

る． 

について，転

方向性とする

る「まちなか

業19)」を参考に

まちなか推進

住宅賃貸で1万

万円を平均土

金として設定

拠点 

報は，

マスタ

ランで

化によ

が示さ

の規制

の供給

定とす

の条件

及び

点にお

＝1,000

転居時

る．助

か推進

に設定

進事業」

円/月

土地面

定する． 

都心

援事

補助

除し

d)

水

の浸

する

パ

おい

ある

適用

がら

タ推

ロフ

を以

こと

A)

B)

C)

 

Ａ：認

Ｂ：認

比

心地区以外の誘

事業」を参考に

助金は0円）と

した754円/m2を

認知オプショ

水害リスクに対

浸水頻度に関す

る． 

パラメータ設定

いて，設問のう

る」と回答した

用時のパラメー

ら，浸水頻度を

推定結果が得ら

ファイルを活用

以って浸水頻度

ととした．以下

浸水深を含む

るパラメータ

プを見たこと

パラメータ推

認知前・認知

のパラメータ

算定する．

算定した「認

り，認知前後

図-19

表-9 認知前・

認知前 

認知後 

比（Ｂ÷Ａ） 

誘導範囲におい

に，戸建持家で

し，30万円を

を助成金として

ョンの設定 

対する理解度を

するパラメータ

定では，プロフ

うち「洪水ハザ

たデータのみを

ータを推定する

を含むプロファ

られなかった．

用して認知前後

度のパラメータ

下に具体的な設

むプロファイル

タ推定（認知前

とがある」と回

推定（認知後）

知後それぞれに

タに対する浸水

認知前」の比率

後の比率を算定

9 誘導オプショ

・認知後の地価

パラメータの比率

戸建て 

いては，「公共

で30万円（集合

を平均土地面積

て設定する． 

を高める効果

タを変化させ

ファイルアン

ザードマップ

を対象に，認知

ることを試み

ァイルでは有意

そこで，浸水

後の比を設定

タを変化させ

設定手順を示す

ルを用いて，全

前）と「洪水ハ

回答したデー

を行う． 

について，地価

水深のパラメー

率と「認知後」

定する（表-9）

ョンの適用範囲

価または家賃に対

率（浸水深÷地価ま

-7.60 

-13.98 

1.839 

共交通沿線支

合住宅賃貸の

積（397m2）で

は，効用関数

ることで設定

ケート調査に

を見たことが

知オプション

た．しかしな

意なパラメー

水深を含むプ

し，この比率

て設定される

す． 

全データによ

ハザードマッ

タのみによる

価または家賃

ータの比率を

」の比率によ

． 

囲 

対する比率 
または家賃） 

賃貸 

-1.17

-1.32

1.124

支

の

で

数

定

に

が

ン

な

ー

プ

率

る

よ

ッ

る

賃

を

よ



 

 

D) 浸水頻度を含むプロファイルを用いて，全データに

よるパラメータ推定結果に，C)の比率を乗じて，認

知後の浸水頻度に関するパラメータを設定する（表

-10）． 

 

(2) 都市施策オプションの適用結果 

a) 規制オプション 

期待被害額は36,597百万円で基準ケースより207百万円

減となり（図-20），規制オプションを適用することに

より期待被害額が低下した．メッシュ別に期待被害額の

差をみると，規制範囲での期待被害額が低下し（特に井

田川・神通川合流部の想定浸水深が深い地区），その分，

中心部（相対的に浸水深が浅い地区）で増加した．規制

範囲に転居するはずの世帯が中心部に転居することを選

択する挙動を示したものと想定される． 

b) 誘導オプション 

期待被害額は36,791百万円で基準ケースより13百万円

減となり（図-21），誘導オプションを適用することに

より期待被害額が低下した．メッシュ別に期待被害額の

差をみると，都心地区における期待被害額が増加し，そ

れ以外の範囲で低下した．都心地区（浸水範囲内）では 

 

 
表-10 誘導オプション適用時の効用関数のパラメータ 

推定結果 

変数 戸建て  変数 賃貸50m2 賃貸70m2 

地価 -0.30  地価 -5.92 -2.96

スーパー -0.52  スーパー -0.60 -0.95

鉄道駅 -0.38  鉄道駅 -0.49 -0.62

小学校 -0.36  小学校 -0.38 -0.80

浸水頻度 23.34  浸水頻度 19.64 6.37

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-20 規制オプションの期待被害額差分の分布 

（規制オプション）－（基準ケース） 

賃貸世帯が特に増加しており，その影響と想定される．

転居先の選択において，都心地区での賃貸への助成金の

設定が強く影響する結果となったことが示唆される． 

c) 認知オプション 

期待被害額は36,513百万円で基準ケースより291百万円

減となり（図-22），認知オプションを適用することに

より期待被害額が最も大きく低下した．メッシュ別に期

待被害額の差をみると，富山駅西方等の想定浸水深・浸

水頻度ともに高い地区での期待被害額が低下した．水害

リスクを回避する傾向をより強めたことの影響と評価で

きる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-21 誘導オプションの期待被害額差分の分布 

（誘導オプション）－（基準ケース） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-22 認知オプションの期待被害額差分の分布 

（認知オプション）－（基準ケース）

期待被害額 

：207百万円 減 

期待被害額(規制)－(基準) 

(百万円/100mメッシュ) 

期待被害額 

：13百万円 減 

期待被害額(誘導)－(基準) 

(百万円/100mメッシュ)

期待被害額 

：291百万円 減 

期待被害額(誘導)－(基準) 

(百万円/100mメッシュ) 



 

 

d) 都市施策
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氾濫原対策を検討する．氾濫原対策は当該地域の地形特

性や浸水特性を踏まえて，表-12，図-24に示す二線堤の

整備，既設水路の拡幅，排水施設の整備などの既設施設

を最大限活かした整備内容とし，現実的な施設規模とす

る． 

二線堤の整備では氾濫流の制御及び誘導を図り，浸水

リスク範囲の制限を図る．整備箇所は既設道路とし，二

線堤の高さは図-25に示すとおり，沿線取付け道路や盛

土上流側での浸水深の増加に留意して，盛土高0.5mに防

水壁（隔壁高）0.5mを加えた1.0mとした．盛土部は舗装

修繕時のタイミングで徐々に嵩上げを行うことで無理な

く二線堤を整備することができると考える．二線堤の整

備延長は14.7kmとなる． 

防水扉は氾濫流の制御効果の高い連続盛土（北陸自動

車道）の開口部において5箇所整備する．防水扉の高さ

は浸水解析結果を踏まえて3mとした． 

次に，浸水深を低減させるための既設水路の拡幅を行

う．拡幅規模は沿川の立地条件（土地利用，補償物件）

や排水性を考慮して現川幅の3～5割とした．対象河川は

富岩運河及び中川であり，整備延長は8.9kmである． 

最後に，自然排水が困難な窪地地形において，氾濫水 

 

 

表-12 水害リスク軽減対策メニュー 

治水対策 対策内容 
本研究で

扱う対策

河道対策 
・氾濫規模を軽減させるための堤防強化 

（破堤しにくい堤防構造） 
〇 

氾 

濫 

原 

対 

策 

二線堤 

・道路盛土の嵩上げ，中央分離帯の設置 

《氾濫流の制御・誘導》《リスクの固定化》 
〇 

・連続盛土を活用して氾濫水をスムーズに流下

させる施設の整備《氾濫水の排除》 
〇 

輪中堤 ・線状盛土(周囲堤)の整備《浸水深の低減》 - 

防水壁 ・盛土ボックス部での防水扉の設置 〇 

排水門 

・氾濫流を河川へ戻すための施設の設置 

《氾濫水の排除》 
- 

・霞堤の保全《氾濫水の排除》 (保全)

水路の

拡幅 

・既存水路の拡幅《氾濫水の集水性の向上》 

・霞堤へ誘導するための水路の新設《氾濫水の

誘導・排水》 

〇 

排水機

場整備 

・既存ポンプ施設の増強《排水能力の向上》 

・湛水域におけるポンプの新設《氾濫水の強制

排水》 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

図-25 二線堤の整備イメージ 

を強制的に排水させる施設を整備する．施設規模は浸水 

解析から得た排水量と浸水深の関係を踏まえて設定し，

富山駅西方に 1m3/sのポンプを整備した． 

 

(4) 河川施策の適用結果 

2065年時点の都市立地条件（人口・資産）を用いて，

a)浸水状況，b)資産被害，c)人的被害の観点から，従来

の河川整備との違いを比較整理し，河道・氾濫原対策の

治水効果を確認する．評価外力は，図-2に示す確率規模

1/5~1/500に加え，ここでは参考までに想定最大規模20)

（1/1,000年未満）も対象とする． 

a) 浸水状況 

整備規模（W=1/150年）での浸水リスク低減対策前後

の最大浸水深及び差分を図-26，図-27に示す．最大浸水

深は神通川，常願寺川の想定破堤地点毎の氾濫解析及び

内水氾濫の結果を重ねあわせたものである．ここで，守

るべき地域の対策後の平均浸水深は概ね床下浸水（0.5m 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図-26 浸水リスク低減対策による浸水想定区域 

対策前（現況） 

未満0.5m ～0.5m 1.0m ～1.0m 2.0m ～2.0m 5.0m 以上5.0m 上

対策後（河道・氾濫原対策） 

□ 

図-27 対策前後の最大浸水深の増減量 
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(6) 都市・河川の連携施策の可能性検討 

都市・河川の各連携施策（C～D）と基準ケース（B）

との期待被害額の差分の分布状況は，図-34～図-36に示

すとおりである．基準ケースとの期待被害額の差分では，

規制オプションが477百万円と最も減少が大きく，次い

で認知オプション94百万円，誘導オプションの45百万円

となり，規制，認知，誘導の順で水害リスク低減策とし

て効果のある結果であった． 

次に，リスクコスト算定結果を図-37に示す． 

基本方針レベル（W=1/150 年）の流量に対し，守るべ

き地域において概ね床上浸水解消を目指した河道・氾濫

原対策では，全地域の浸水をゼロとする従来河川整備に

比べて期待被害額は増加するが，守るべき地域での限定

した対策内容により費用が抑制されリスクコストは低く

なる． 

以上を踏まえ，都市施策のうち規制オプションは比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-34 規制オプションとの連携による期待被害額差分 

の分布（規制オプション）－（基準ケース） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-35 誘導オプションとの連携による期待被害額差分 

  の分布（誘導オプション）－（基準ケース） 

的市街地が広がった都市に効果的であり，誘導オプショ

ンは河道・氾濫原対策と併せることで，ある程度集約化

が達成されている都市に効果的である可能性が示唆され

た．また認知オプションは，都市構造等の特性によらず

適宜展開可能という特性がある．ただし，立地選択の基

礎情報として提示する浸水リスク情報を，河道・氾濫原

対策の実施前と実施後のどちらにするかで，その効果

（期待被害額の低減幅）が変化する．認知オプションの

展開に当たっては，河道・氾濫原対策の効果発現に至る

までの時間軸を考慮し，提示情報の選択に留意すること

が重要となる．なお，都市施策の取組は大きな社会的コ

ストを要せず時間軸の中で被害量を低減することができ，

社会資本の投資余力の限界がある社会背景において重要

な示唆を与える結果と考える． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-36 認知オプションとの連携による期待被害額差分 

  の分布（認知オプション）－（基準ケース） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-37 連携施策のリスクコスト比較（百万円）

 

 
 期待被害額 

：32,027百万円  45百万円 減 
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5. まとめ 

 

本研究で得られた主な知見と残された課題点や今後の

展開について以下に述べる. 

 

(1) 新たな浸水リスクマップの提示 

水害から身を守るためには，自分の住んでいる地域の

浸水リスクを正しく認識し，日頃からの災害に対する備

えが重要である．本研究では，内外水氾濫や複数河川の

同時破堤，複数規模の洪水等を加味した地先の浸水特性

を評価し，浸水リスクに関する意識調査結果を踏まえた

うえで，住民目線での浸水リスクマップを作成した．浸

水頻度で表現したリスクマップは，現行の浸水想定区域

図に比べて，期待被害額が134百万円低減される結果と

なり，頻度情報が有効である可能性が示された．また，

頻度情報の内容は，本研究で用いた床上浸水（浸水深

50cm）だけでなく，例えば人命にかかわる情報であれ

ば1階水没（浸水深3m）の発生頻度で示すことも考えら

れるため，浸水リスク情報に対する地域ニーズの調査や

他都市での同様な適用事例による評価が重要である．さ

らに，浸水リスクは現在の状況に加え，気候変化や将来

人口・資産による時間軸に沿った変化も捉えておくこと

が望ましいと考える． 

 

(2) 河川行政と都市行政の連携施策 

本研究では，河川行政と都市行政による新たな治水対

策の方向性を探ることを目的として，富山市のコンパク

トシティ施策を前提とした連携方策について検討した．

その結果，連続堤防による完全治水ではなく，共通目標

とする守るべき地域の浸水深軽減（河川），立地適正化

（都市）が有効な施策となり得ることを確認した．更に，

将来の人口分布変化を念頭に置いた効率的な河川施策の

実現可能性や，都市施策の適用による被害低減の可能性

を示した．  

少子高齢化の進展や社会情勢の変化が顕著な地方都市

を抱える河川流域では，財政上の問題から，更なる河川

整備(基本方針レベル)は困難であると予想される．その

ため，今後は現在進めている整備計画河道の着実な実施

によって確実に水害リスクを低減させること，また計画

を上回る洪水に対しては流域が抱える水害リスク(リス

クマネジメント)を踏まえた総合的な対応が必要となる．

さらに万が一の備えである氾濫原対策は，都市構造の中

長期的な変化に柔軟に対応し，整備手順や規模を工夫す

る等して効果的に実施していく必要があると考える． 

 

(3) 事業効果の評価方法 

本研究では，事業効果の整理方法としてリスクコスト

を採用した．これは，今後の財政条件のなか，想定最大

規模までの洪水に対して施策効果を議論する際には，従

来の治水計画規模ありきの施設設定ではなく，便益最大

化を目指した施設規模・内容設定が合理的だと考えたた

めである．しかし，今後，人口減少社会に突入するわが

国では，同一整備基準でも同一外力に対する便益が減少

していくことが想定される．そのトレンドのなかで，現

時点での便益最大化・リスクコスト最小化の妥当性を証

明することは難しい．このため，今後，事業実施の妥当

性を考える際には，ある程度の未来を想定した時点での

リスクコスト最小化を評価し，ダウンサイジング社会に

備え，無駄となってしまう事業効果を確認した上で事業

選択する必要があると考えられる． 
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A STUDY ON MEASURES OF FLOOD RISK REDUCTION  
CONSIDERING FUTURE URBAN STRUCTURE 

 
Shinya ITOSHIRO, Masazumi AMAKATA, Shuji TAKAMORI, Takanobu SHIMADA, 

Nozomi KAMINAGA, Tatsuya SUGIMOTO and Tetsuji SATO 
 

Maintaining and improving whole Japan’s productivity is big challenge for us under the situation such 
as climate change and depopulation. One possible countermeasure is urban restructuring with economi-
cally and socially low flood damage risk. This study aims to analyze simultaneous flood risk with multi-
ple rivers and drainage system in an urban area, to understand urban structure more clearly in relation to 
flood risk, and to find out the direction of new flood control management in cooperation with urban plan-
ning. The analysis applied to Toyama City which pro motes compact city strategy gives us a result of the 
possibility that the limitation of area to be reduced inundation depth and location optimization of urban 
facilities are more effective than complete flood control with continuous embankment. In addition, this 
study shows the feasibility of efficient flood control management considering the change of population 
distribution and flood risk and cost reduction in cooperation with the induction countermeasures of urban 
structure such as regulation, subsidy an d recognition of risk. 
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